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は 「両大戦 間 と戦後 との違いは,採 用 され た政策の範 囲にあ るのではな く,そ
れ らが適用 され た方法や,そ れ らが達成 しよ うとした 目的に あ っだ2,」と述べ
てい るが,こ のよ うな観点 か ら言えば,失 業問題 を解決す るとい う「目的」は,
この時期の政策 主体 の第一義的 な 「目的」 ではなか った。1929年恐慌 以後の産
業振興のための イギ リス政府の多 くの政策を分析 した結果 として,A・G・ ヤ
ングス ンは 「おそ ら く,こ れ らの方策 の どれ も雇用 の増加の みを 目的 にしてい
たわ けではないし,そ れを重要な 目的 としていた とさえ言 え な い(3}」と総括 し
てい る。彼が例外 としてい る 「特定地域法」theSpecialAreas(Development
andImproving)Act,1934について も,そ の現実的 な効果 が現われたのは1930
年代 も終 りに近づいた段階 であ り,再 軍 備需要に よる景気回復 と重 なってしま
って,事 実上それ独 自の効果は疑わ しい とすれば,両 大戦間 の政策がおしなべ




















あ るが,こ こでの構想 の対立は,戦 時体制 におけ る政 治的変化を戦後 の資本主
義経済の構造 に反映す るもの として,し たが って戦後 の労使関係を具体的に規
定す るもの としてあ った のであ り,そ の意味 で戦後 の労使関係の基本的課題を
規定す るものであった。 この よ うな もの としての戦後再建構想が対抗的 に形成
され,現 実に この対抗 が戦後経済政策 に影響を与 えた ことは,第 二 次大戦後の
労使関係を戦前へ の回 帰 として形 づ くることを不可能 とした。そ して,両 大戦
問 の労使関係につ いての国家の政 策が基本的には資本の利害関係をその まま反
映 したのに対 して,第 二次大戦後のそれは労働組合 の利害 関係 をも包含す るも
の との としては じめ て可能だ ったの である。 このことは労働組合 の利 害関係に
セ クシ ョナルな性格か らの離脱(言 いかえれば自己否定)を 迫 ることに な るが,
現代 の労使関係は この ような転換を経 ることに よって,労 働組合を資本 主義体
制 に包摂 す ることが で きるか否か とい う課題 を,資 本主義体制 そのものの可能
性 の検証 として提起 す るにいた るの であ る。
ωH.W.Richardson.theBasisofEconomicRecoveryinthe1930's,in:D.H.Aldcroft&
H.A.R{chardsoned.,疏 ε βア碗sゐ 』Ccon励y1870-1939.Macmillan,1969,p、240'





第二次 大戦 開始 と ともに イギ リス政府が とった労働関係 の処理 は,基 本的に
は第一次大戦 におい て形づ くられた行政方式の再 現 と呼べ る ものであ った(第
一次大戦下での労働行政については拙著 『イギリス労働組合史論』〔未来社,1963年〕第
4章参照)。違 う点は,それが トラブルを経 て ようや く具体 化 された のではな く,
計画的に短時 日に実現 したことであ り,第 一次大戦期 と比較 しては る か に 着
実 に成 功 した ことであ る。経験 の蓄積に もとつ く準備がそ の成 功の原因 であ っ
た と見 ることがで きるだろ うω。1939年8月24日(宣戦の10日前)に 制定 され た
「緊急権限(防 衛)法 」theEmergencyPowers(Defence)Actを中心 として,
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それに もとつ く規 則お よび政令,開 戦直後数週間に約60に達す る法律の制定 な
ど,政 府の権限の整備が進め られ る一方,行 政府 も供給 省,'経済戦争省,国 内
治安省,情 報省,食 糧省,海運 省,戦時輸 送省な どが新設 ・改組 され,労 働 省は
徴兵業務を含めて「労働 お よび国民役務省」MinistryofLabourandNational
Serviceに再編 され て,軍 事お よび経済 のすべての要 員問題を担 当す るにいた
った{21。
しか し,こ れ らの立法措置や行政 改革 が イギ リスの戦時体制 を直 ちに作 り出
した と考 えることは大 きな誤 りであ る。 「紙 の上 では政府は ロイ ド・ジ ョ ー ジ
〔第一次大戦期の軍需相 ・首相〕 が最高 の権力を持 っていた時 よ りも有効 かつ
仮借ない体制を整えていた。 しか しそれは紙 の上だけ であ った。 戦時機構 は,
丁度磨 き立 てられ,点 検 も充分 であるが,'ガソ リンが入 っていない高級 車の よ
うな もの だ ったc3)」。 軍 事 行 動 そ の もの が 【薄 明か り戦争 」twilightwar,ある
いは,当 時の流行語の表 現に よれば 「インチキ戦争」phoneywarと呼ばれ る
ような,東 欧 あるいは北欧 の国 々を犠牲に した政治的打算 に よるかけひ きを中
心 とし,海 上輸送 をめ ぐる軍 事的衝 突だけが 国民 を緊張 させ ていた間は,戦 時
経済 も未だ深刻な局面を迎 えてはい なか ったω。本格的な戦時体制 は1940年4
月9日 の ノル ウェP・一・sデンマー クに対す る ドイツの奇襲 以後の ことであ った。
「薄 明か り戦争は ヒッ トラーの ノルウェー攻撃 で終 った」 とチ ャー チ ル は 書
き,そ の時 の イギ リスの政 治情勢 を次 の よ うに描写 して い る。「反対党は首相
か ら感情的に離反 していた。 しか もわれわ れには労働組合運動の熱意 ある積極
的支持が なか った。 真面 目で誠実 ではあ るが,型 にはま った政府 の性格は,政
府部 内にも軍需工場 に も肝心 の強烈な努 力を喚び起 さなか った。 この努 力こそ
死命を制す るものであ った{5)」。5月7日 の議会は,与 野党 こぞ って政府 を非難
し,H・ モ リス ンの非難決議案をあ ぐって熾烈 な論 議が行 なわれたが,老 ロイ
ド・ジ ョージの 「首相 こそ犠牲の模範を示 すべ きである。 この戦争におい て,
首相がそ の職 を犠牲にす ること以上に勝利 に貢献 し うるものは ない」 とい う言
葉 に象徴 され るよ うに,非 難決議 は辛 うじて否決 された ものの,政 府への不信
任 を事実上 明 らか に し た1%「死命を制 す る努力」 は新 しい政治体 制一 連合
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内 閣一 の創 出なしには生れ 出なか ったのである。
労働関係で もこの よ うな事 態は明確にな っていた。政府 は1939年9月に 「雇
用統制法案」theControlofEmploymentBillを提案 したが,こ れは組合指導
者 の強い反対 に出会 った。 それ 以前に労働組合会議TradesUnionCongress
--TUC-一は独 自の案 を提示 していたが,そ れを重視 して提出 された この 法 案
・は,TUCと の協議に よって修 正 され成立 した ものの,E・ ベ ヴィンが 翌 年5
月に労働大臣に就任す るまでに,そ れに もとついて僅か一件の政令が 出された
だけの無 内容 なものになっていた{7}。組合指導者の政府へ の この ような 非 協 力
・は,1930年代 の政府に実権 を持 った人 々への不信に よるものであ っ た。「労働
組 合 にその責務を説 い ている人 々は,『資格検査』meanstest〔1931年から施行
された救貧法の戸外救済受給に際しての資格検査で,大 量失業のもとで受給を求めた多
くの労働者が救済を拒否された〕を作 った人 々であった{8)」。開戦後は じめてのTU
C執 行部 と首相 との会談 でE・ ベ ヴィンは物 価の安定 と負担の平等 と を 要 求
し,「政府が この ような行動を取れ ない場合 には,代 表 してい る組合員 の た め
に ビジネスマンあるいは実業家 として行動 し,賃 金要求を行 な う同等 の 自由を
主張 した{9)」。
チ ェンバ レンか ら政 権を引継いだチ ャーチルが極度に困難 な第二次大戦下 の
イギ リスの政 治を指導す ることに成功 したのは,一 にかか って挙国一 致内閣の
結 成 に成功 したためであった。 言いか えれ ば,チ ェンバ レンが議会か ら辞職 を
強 要 されたのは,彼 のもとでは挙 国内閣を作 ることがで きなかったか らであ っ
た 。開戦時に 自由党 も労働党 も入閣要請を拒否 していた し,こ の交代 の直前 に
も入閣工作は失敗 していたua。これはチ ェンバレン自身 の政 治能 力の問題 で あ
るよりも,ボ ール ドウィン内閣以来 の 「挙国内閣」NationalGovernment-
一保守党を中心 とし,労 働党か ら分裂 したR・ マ ク ドナル ドらの国民 労働党お
よびサ イモ ン卿 らの国民 自由党か ら成 る一 の時代の終焉であ った。彼 らの時
代 は,イ ギ リスの政治 と経済 をひとつの原理に よって統一す る ことが できず,
労 働者階級のゼネス ト以後の うっ屈 した状態に助け られ て,対 外的 な保護 主義
と国内的 な カル テル化によって矛盾 の激発を回避 して きた時代 であ った。 ボー
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ル ドウィンの 「われ らの時 代を平和に」PeaceinOurTimeのスローガンは.
実は政 府の責 任を直視 しない退廃的姿勢を表現 した ものに過 ぎず,事 実失業問
題についてはそれを実践 してきたが,い まやその スローガン自体が ナ シ 。 ナ
ル ・インタレス トに敵対的 なもの とな る危機に遭遇 して,彼 らには労働者 を含
めた 国民に向か ってナ シ ョナル ・イン タレス トを喚起す る資格がな くな ったの
であ った。
しか し,チ ェンバレンが この よ うな客観的条件に よってチ ャーチルに政 権を
譲 らね ばな らなか った ことは,同 時 にチ ャーチル 自身 に とって も既存 の保守党
支配 の利益 を放棄 せ ざるを得 ない条 件を意味 した。彼 の成功は 労働者階級 の協
力に よるものであったが,そ のためには うっ屈せ しめ られ ていた労働者階級は
全 面的な発 言権 を与 え られなければな らなか った。 もちろん労働 者階級 はす で
に述ぺた戦時立法によって平時の諸権利を凍結されていた。しかしこの凍結は
労鱗 醐 の舗 授 けていたからこそ可寵㍍のであ⇔た.その舗 は,いず
れそれが許 され る条件が 回復 した ときには,労 働者階 級が両 大戦間に落ち込ん
だ無力状態 を一 切清算す るとい う,重 大 な政 治的変化を 内包す る も の で あ っ
た。 イギ リス資本主義が1926年ゼネス トとい う危険を冒してか ち得た両大戦間1
の イギ リス資本主義経済の危機か らの回避 は,戦 時体制 の中では現象的 には現
われなか った とはいえ,い まや完全 にその効 力を失 って いた のである。 ミリパ
ン ドが 「新 しい時代は1945年〔労働党政権 の成立〕に始 ま ったのではな く,1940
年 に,そ して戦争 の歳月に始ま ったのである抽」 と述 べてい る こ とは,戦 時体
制 の意義を このよ うに理解す るな らば,極 め て正 しい指摘にな ってい る。
{1)「1930年代の早 い時期から。'いくつかの政府部局は綿密な戦時計画の準備にと り組んでき て お
り,必 要な立法のいくつかは宣戦後数 日の間に行なわれた。1939-40年の経済上の戦時政策を策
定す るために選ばれた人物は,1914-18年の統制を担当した当人であ り,そ の結果第二次大戦 で





(4}「薄 明か り戦争」の期間には戦時経 済体制が実現 していなかった こ と は,政 府支出が開戦時に
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週2,000万ポ ン ドで あ っ た も の がi6ヵ 月 後 に も物 価 上 昇 分 を 多 分 に 反 映 した3,350万ポ ン ドに と
ど ま り,外 貨 管 理 は 緩 く,1940年4月 に もな お100万人 の 失 業 者 が 残 り.総 合 的 な 経 済 計 画 は そ
の 必 要 が 感 じ られ て い な か った,と い うポ ラ ー ドの 叙 述 に も 明 らか で あ る 。cf.Pollard,op.
ぐ".,P.301.
・(5)W.チ ャ ・一チ ル(毎 日新 聞 社 訳)『 第 二 次 大 戦 回 顧 録 」 第 四 巻,1950年,102頁 。
イ6}チ ャー チ ル,前 掲 書,116頁 以 下;Tailor,op.cit.,p.472iCharlesLochMowat,Britain









diDMiliband,op.cit.,p.272.あわせて戸塚秀夫 「イギ リス戦後改革への道」(東大社研 『戦後
改革2・ 国際環境』東大出版会,1974年)225頁参照 。なお,こ の両氏が戦後の諸改革の基i盤と
して戦時中の 「国民的 ラデ ィカリズム」の生起を強調 している観点は,筆 者のゼネス トにおける
・対抗関係の持続 とい う観点とは異なる。そのため,戸 塚氏が戦時体制下の労働政策を両大戦間の
「産業平和」政策の全 面的展開であ り,組 合 リーダーの善意に依拠する改良体系であると把握し
てい ることに疑問を抱かざるを得ない し,こ の場合の 「改良」の意義についての戸塚氏の把握を
充分に理解す ることが できない。戸塚秀夫,前 掲 書,253頁以下参照。
2.戦 時労働行政における労働組合機能の確保
チ ェンバ レン内閣の崩壊が イギ リス資本主義の ひとつ の体制 の終焉であ った
こ とは,テ ヤーチル内閣の成立 を新 しい体制 の誕生たらしめた。少 な くとも,
労 働運動が この挙国内閣に見出 した意義 はそれ であ っ た。 「チ ャーチル内 閣は
二 つ の ことを約束 した。すなわち 〔そのひ とつは〕国民の統一 と生存のための
戦争 遂行へ の全面的努 力であ った。そ して〔他のひ とつは〕言明された とい うよ
りは 含み とい うべ きものでは あったが,旧 い時代 よ りも大 きな平等を含む社会
で あ った。 労働党に とって1940年5月10日を満足 と期待の 目とした ものはそれ
であ った。 そ の40年の歴史においてはじめて,労 働党は国家 の枢機にあずかる
こ とについて他の政党 と完全に同等な ものとして受け容れ られたの であ るω」。
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C・ ア トリ ・ーの国爾 尚書兼 副首相,A・ グ リーtンウヅ ドの無任所相(以E2名 は
「戦時内閣」WarCabinetと呼ばれる5名から成る最高グループの メンバー),H・ モ
リス ン供給相,H・ ドptルトン経済戦争相 な どが労働党か ら入閣 したが,単 に
各政 党の代表を集 める とい う形式上 の挙国 内閣ではな く,イ ギ リス国民の総 力
をあげ るとい う意味 での挙国内閣である所以を明 らかにしてい るのは,E・ ベ
ヴィンErnestBevinの労働お よび国民 役務相 としての入閣であった。最大の
労働組合 「運輸一般労組」TransportandGeneralWorkers'Union-
TGWU一 の書記長 であ り,TUCのW .・シー トリン事務 局 長 と並 ぶ 労 働 組
合運動 の指導老 に,戦 時労働行政 を担 当せ しめた この措置は,モ ヴ ァ ッ トが
「彼 の労働お よび国民役務大臣への任 命はチ ャーチルのすべ ての人事の中で も
っとも劇的 で,か つ もっ とも輝 かしい成 功を収めた ものであ った{2}」と評 価 す
るよ うな効果 を もた らした。戦時体制下 の労働行政を,単 に戦時 とい う特殊条
ぼ
ヘ ナ ト
件に関連 せしめ るだけではな く,戦 後 の展開 との関連 において理解す るために
は,わ れ われ も,イ ギ リス労働組合運動が この挙国体制に見出 した 「新 しい時
代」 とい う観点 と関連せ しめて,ベ ヴィンの活動を跡 づけ る必要が あ る だ ろ
う`3)。
ベ ヴ ィンの登場に象徴 され る戦時体制 の意義は,第 一に労働組合 主義に とっ
ても新 しい時代の到来が意識 された ことであ り,第 二 は戦時労働体制が労働組
合主義に よって貫かれた ことであ る。挙国体制 の成立が労働運動に持 った意味
は,労 働 党 とい う政 治組織が 「対等」に処遇 された とい う形式的側面 には とど
ま り得 ない。 それ だけであれば,労 働党 はす でに2度 にわた って政権 を掌握 し
た ことが ある。「新 しい段 階」の意味 は,労働組合運動が主張 してきたあ り方を
自ら実現す ることが できる機会 とい う具体的な側面に見 出されねばな らなか っ
た。 ベ ヴィンはそれを 「われわれは社会主義者であ り,こ れ 〔戦時体制 〕はわ
れ われの社会主義 のテス トであ る(4}」と表現 している。労働組合が この時 期 の
困難 な課題にその機能 を もって対処 し うる ことを明 らかにす る ことが,戦 時体
制 を新 しい段階た らしめ ることがで きるのであ った。 そしてそれが労働 組合主
義 の機能に も とつい てい ることが 明らかになるためには,労 働組合機能 の回復
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と拡張が是非 必要 であ った。ペ ヴ ィンの役割はそれ を行政的に実現して行 くこ
とであ った。
ベ ヴ ィンの活動は,前 任者 ブラウンが設置 した全 国 合 同 諮 問 委 員 会the
Nationa!JointAdvisoryCouncilを改組す ることから始 ま・)た。5月22日彼
は これを構成 す る60名の労使代表を招集 し,事 態 の緊急性 を訴 えて,rTUCと
組 合代 表お よび使用者連盟の善意があれば,こ の困難 な事態に対 して,民 主主
義 を少 し減 らし,信 頼 を少 しふやす ことに よって,わ れわれ は平和時 のや り方
を,こ の異常 な 事態 に適す るよう手直 しす るだけで,ほ とん どそのまま維持
す ることができる とい う結論 に達 した⑥」 とい う有名な言葉 を残 した。 しか し
彼 の民主主義 は多数の人 々の協議に よって支 え られ るのではな く,も っ と実際
的な,機 能的 な協議に よって支 えられ るものであった。彼は直ちに この諮問委
員会を代行 す る機関 として,労 使それぞれ7名 の代 表に 自らが議長 として加わ
る合同協議委員会theJointConsultativeCommitteeを設置し,以 後重要
事項 は この委員会にかけ ることを常 とした。 この機構 は事実上 労使の トップ交
渉 のそれであ り,ベ ヴ ィンは労働行政 を この トップ交渉に依 拠せ しめ ようとし
た と考 えることがで きる。 この委員会は 当面 の生産増強の必要にかんがみ,「危
機 の期間を通 じ て賃金問題 一般 を論争の培外 に置 き,作 業の停止 を ともなわず
に紛争 を解決す る最善の方策」 を策定す ることを求 めた諮問に対 して,大 要次
の ような勧 告を満場一致で提出 した。
←→ 現行 の賃金お よび労働 条件の交渉機構をひ きつづ き運用す ること。
口 この機構 で解 決を得 られ ない場 合は仲裁 によって決定 し,双 方は これに
拘束 され,争 議行為を行なわ ない こと。
日 交渉機構に仲裁制度が現存 しない場合 は臨時にその制度 を 設 け,こ れ
が成立しない場合 は労働大臣が任 命す る全 国仲 裁 裁 判 所theNational
ArbitrationTribunaいこ付託す ること。
圓 労働大臣は交渉 または仲裁 に よって決定 され た賃金お よび労働条 件を当
該職業または産業のすべ ての労使 を拘束す るものとす る権 限を持つ こと。
㈲ その他の場合は紛争 は労働大臣に通告 され,一 定期間 内に全国仲裁裁 判
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所に付記され るもの とし,争 議行為 は行 なわない こと(6}。
この答 申の主 旨は,一 見 して明瞭であ るが戦時 労働体制 を団体交渉 とい う平
時機構 を軸 とし,む しろそれを強 化 しなが ら形成 してい こ うとす る も の で あ
る。争議行為 に対 しては仲裁制度がそれを吸収す る役割 を与 えられ てい るが,
労働 大臣の この制度運用についての権 限の強 化は,む しろ団体交渉機構の拡大
・強 化 と結びつ くもの として理解 され るべ きであろ う。 この答 申は労使の協議
に よって方針を策定 す るとい う手続 きが選 ばれ た ときにすでに予見 され た とこ
ろであ り,ベ ヴ ィンの意図 した通 りのもの であ った。 はた して この答 申は直 ち
に実行 されて,1939年の防衛(一 般)規 則Defence(Genetal)Regulationsに
追加規 則 として58AA条項が制定 され,労 働大臣 は この答 申に盛 られた手続 き
を進 める権限を与 え られ た。 それ に もとつ いて制定 されたのが 「雇用条件お よ
び全 国仲裁令」theConditionsofEmploY,tnentandNationalArbitration
Order-一一 政令1305号(1940年)一であ りゴ これは一貫 して戦時の労使関係 を
律 しだ7}。それに よれば戦時労使 関係は次 の よ うな骨格 を持つ もの と され た。
H紛 争 の当事者 の文書に よる通 告に もとつ いて,労 働大臣が解決 のための
適当な機構の有無 を判断 し,自 主的機構 に よる解決 を促進す る。 これが不
成功の場合,大臣は通 告を受 けた後3週 間以 内に全国仲裁裁判所に付託 し,
そ こでの決定 は両当事者を拘束す る効 力を持つ。裁判所は任 命委員3名 と
労使代表 各1名 の5名 で構成 され,2週 間以内に決定 を下す よ う定 め られ
てい る。
⇔ ス トライキお よび ロ ック ・ア ウ トは大臣が紛争通告後3週 間以内に措 置
を取 らない場合 を除 いて禁止 され,違 反者は3ヵ 月以内の拘禁 ま た は200
ポン ド以下の罰金 を課せ られ る。
⇔ 相当部分substantialproportionの労使 を代表す る団体 の 自主交 渉 あ
るいは仲裁 で決 め られ た労働条件は,す べての使用 者がそれ以下の条件で





四 戦争に ともな う労働慣行の変 更はすぺ て記録に とどめ(労使の合意の成立
しない点は労働省の調査にもとつ く),戦後そ の慣行の回復 にあたって の 紛 争
回避 に資す る{8[。
この政令は,争 議行 為を禁 じている点か ら見れ ば労働組合機能を抑 圧す るも
のであ ったが,戦 前長期 にわた って争議行為か ら遠 ざけられ てきた労働組合に
とっては,労 使 の協議が尊重 され,交 渉や 仲裁 の結果が強い規制 力を もって広
く適用 され るとい う制度は,戦 時体制 であ るとい うことを考慮すれば,労 働組
合機能の前進 と評価 され る内容 を持 った といえるであ ろ う。 機械産業 の使用者
団体 は,1940年以降組合が交渉手続 きにかか る時間 を忌避 して,直 ちに仲裁に
訴 える傾向が強か った と非難 してい るが,こ れ もこの制度が労働組合に有利 に
働いた ことの一証言 と見 ることがで きよ う〔9}。
しか し,労 使関 係につ いての このよ うな施策 の確定は,戦 時労働行政 につ い
ての問題 の結着ではな く,む しろ発端であ った。 この体制が戦時経済 あ るいは
戦争遂行 に関連す るあ らゆ る面での課題 に対応 し うるか ど うかが,そ れが体制
として可能 であるか どうかの試金 石であった。ベ ヴィンの計画 としては.い ず
れ到来す るであろ う労働カー と りわけ熟練労働 カー の不 足に 対 し て は,
「労働 の水増 し」dilutionoflabour,つま り熟練資格の緩 和 と応急 の訓練 に よ
る 「熟練」労働者 の供給 とに よって対応 し,労 働移動についてはできる限 り労
働者 の就業先の変更 を避け,事 業所の軍需工場へ の再編 と労働者 の作業 内容の
変 更に よって処理 して,軍 需品供 給の増大 をはか ろ うとしていたua。こ こに ベ
ヴ ィンの一般組合 の指導者 としての発想 と,企 業 活動を社会的な 目的 に従属 さ
せ よ うとす る労働党的発想 とを認 め ることは容易であろ う。 しか しこれにはい
くつ かの困難が付随 した。労働 の水増 しは もともと労働組合 の抵 抗が予想 され
る問題 であ り,と りわけ造船産業におい ては両大戦間 の激 しい失業の記億 が生
生 し く,職 種 の権益を守 ることに よって雇用 を確保 しようとす る労働組合の反
挽は不可避であ った。それだけではな く,訓 練に よる熟練 労働 力の供給のため
には,か な りの熟練労働者 を教育活動に動員せ ざるを得 ず,短 期的 には手持ち
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の熟練 労働者を確保 しよ うとす る使用者の利害 と衝突 し,か つ生産能力の一時




(3)チ ェ ソバ レ ン内 閣 を 拒 否 し た 労 働 党 が,な ぜ チ ャ ー チ ル 内 閣 に 入 閣 し た か,な ぜ ベ ヴ ィ ン は
1926年ゼ ネ ス トの 仇 敵 で あ った チ ャ ー チ ル と合 意 し た か,と い う興 味 あ る問 題 に つt・て は,チ=
ン バ レ ソ の 失 脚 の 理 由 が 彼 の 戦 争 指 導 に お け る 不 決 断 に あ り,チ ャ ー チ ル は そ れ と は 全 く対 嫌 的
な 評 価 を 受 け て い た と い う政 局 的 な 事 情 と,チ ャ ・ーチ ル が 語 っ て い る よ うに,「戦 争 開 始 前 の11年
閲,ど ち ら か と い え ば 独 立 の 立 場 に あ った 私 は;労 働,自 由 両 党 よ りは む し ろ 保 守 党 と 衝 突 した
方 が は る か に 多 か っ た 」(チ ャ ー チ ル 「大 戦 回 顧 録 」 第4巻127頁)と い う,彼 の1930年代 の 保 守






{7}「これ は 後 に4度 び 修 正 さ れ た が,主 要 な 規 定 は 実 質 的 に は 変 化 し な か っ た 。」Sharp,oρ.cit.,
P.421.













成 す るとい うベ ヴ ィンの発想 とは異な り,熟 練労働者を直ちに重要産業 に徴募
し,そ の流 出を禁 ず るような労働 市場統轄 の政策が必要 であ ると考えた。具体
的 には第一 次大戦で試み られ た 「離職票」leavingcertificate条項 の実施 が
必要 であ ると判断 したのであるω。離職票は雇用に際 して前雇用者か ら の正 当
な事 由に よる離職 であ ることを証 明す る文書を労働 者に要 求す る制度 であ り,
労働条 件の向上 を 目的 とす る労働 移動 を制限 して重要産 業 での必要要 員を確保
しよ うとして,第 一次大戦にお いて採用 された ものであ ったが,使 用 者に よる
労働 者の一方的支配を生む もの として労働 組合の強 い反擁 を呼び起 こし,非 合
法 ス トライキの主要 な原因のひ とつ とな ・)たのであった。 ピー ヴァープル ック
が これ を再 び採用 しよ うとした理 由は,労 働 力の一般的不足が1941年の後半 ま
で明 らかでな く,熟練 労働者に問題が限定 され ていたため,労 働 力の計画的利
用 とい う全体的認識に彼が立 っていなか った こ とに もよるであ ろ うが,基 本的
には,労 使関係を媒介 させて労働経済 を把握す る とい う視角に対す る,権 力機
構 を通 じての労働経済 の把握 とい う視角 の優先 であ った。
しかしそれ は ビー ヴァーブル ックだけの発想 ではなか った。 切迫 した生産増
強の必要を前 にして,「 エ コノ ミス ト」 もベ ヴ ィンが労働組合の人気取 りに終
始 して要員問題を正面か ら取上 げていない と非難 していた し{2),議会 での討論
で も,彼 が産業 内部 の 自発的行 動に依拠 してはた して戦時 の必要 に応 じられ る
のか とい う疑 問が繰 り返 し提起 された。 内閣に設け られ た 「要 員需要 委員会」
theManpowerRequirementCommitteeの委員長 にな った ピヴ ァリッジSir
WilliamBeveridgeは少壮研究 者のウ ィル ソンHaroldWilsonと協力 して
綿密 な要員計 画を策定 したが,そ れに よ れ ば,軍 務 に170万人 の男子 と8万4
000人の女子 が必要 であ り,こ れ は50万人近 くの男子 を軍 需産業 か ら引 き 抜 く
ことになる。 しか し軍備 を調達す るためには150万人 の労働 者が追 加 され な け
れ ばならない。 この落差は軍 需産業に86万人,他 産業 に75万人 の女子労働者 の・
動 員で埋め られなけれ ばならず,こ れ らの労働者は,そ の熟練 や居住地域 の関;
係 で,必 ず しも需要先 と合致 してい るとは言 えない とい う問題 も残 る。 さ らに
熟練労働者 と不熟練 労働者 の比 率を維持す るこ とも必要 であ るとさ れ た。「ま
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だ 〔熟練 労働者の不 足以外 の〕要員 の一般的不足は起 こっていない としても.
1941年中にはそれ は確実に発生す るし,大 臣の命令権 を もっと活用す ることな
しには対応 できない,と ピヴァ リッジは結論 を下 した{3)。」




し,軍 需産業に労働力を確保す る 目的 で,国 が 「重要事業」 と認定 した事業所
に雇用 され ている労働 者は,国 民 役務担当官NationalServiceOfficerの支書
に よる許可が なければ解雇 あ るいは就 業変更す ることができない もの とす る規
定 であ った。 これ に該 当す る事業所 は 「計画事業所」scheduledundertakings
と格付けされるカ㍉ それた認定されるため止は,その事業所は労働者福祉およ
び訓練 について,大 臣が適格 と認定す る水準 を越 えていなければな らない し,
労働条件 もさきの政令1305号(1940年)で規定 された水準以上 で な けれ ばな ら
なか った。 このよ うにし て,労 働 者には企業内福祉の充実 と政令1305号に盛 り
込 まれた団体交渉機能 の拡充 を約束 し,使 用者 に対 してはそめ代償 として労働
力の確保を保障す る とい う行政 の方 向を示 した のであ った(雇 用登録令はこれを
実現するために労働者の雇用状況を登録させる意味のものであったが,産 業の最低賃金
制を拡充することに意義深い制度であった)。
この政令が 「妥協」 である所以は,一 方ではス トライキ とい う交渉手段 の禁
止にひ きつづき,労 働移動 とい う手段 に よる労働条件引上 げが禁止 され るにい
た った ことにはなるが,他方 では労働組合 のこれ らの機能に代わ って,労働 大臣
が 重要事業 の認定 を通 じて行政 的にその実体 を保障す るとい う関係が生み出 さ
れ た と言 えるからであ る。労働 大臣の権 限の中に労働組合機能が転嫁 された と
表 現してもよいだ ろ う。国民役務担 当官の処置に不満な場合は 中立委員1名 と
労使 の代表 各1名 か ら成 る地 方控訴委員会LocalApPealBoardに訴 え,こ
の委 員会は14日以内に裁定を国民役務担 当官 に通告す ることになってお り,こ
こに も労使協議へ の依拠が示 され て い る{4}。この政令 の影響範 囲は1941年12月
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までに55産業,26,780事業所,約450万人(同 年6月現在の総労働者数 男子1,152万
人,女 子585万人)に 適用 され,1945年6月には総労働 者1,629万人の うち約850
万人,つ ま り過半数の労働 者に適用 され るほ どに広 く及 んだ{%
ベ ヴィンが戦時需要への対応 と労使関係 の 自発主義的原則 の維持 との間に作
り出した この方針 も,し か し,円 滑に進行 したわけ ではない。機械工組合the
AmalgamatedEngineeringUnion-AEU一は これが 自発主義 の否定 で
あ るとしてベ ヴィンを非難 したし,事 実組合の抵抗 を考慮すれば産業 ご とに調
整す る必要があ った。 後に この政令 は造船,商 船,・港湾,石 炭,建 築,土 木,
化学,鉄 鋼,農 業(ス コヅ トラン ド),鉄道,綿 業,チ ェーン製造業,電 気工事
につ いて個別規定が設 けられたが,「この修正 は一般方針の原則 よ りも適 用 の
細 目に関す る ものであ り,既 存の交渉機構や規律を取入れ る もので あ っだ61」
と言われ ているよ うに,その調整は 自発主義への回帰 とい う傾向を持 っていた。
他方 では戦況 の悪化に ともな って生産増強 の要求はます ます強 く,重 要事業令
の施行後に も,ベ ヴィンがそれを充 分に活用す る手段 を取 らず,い たず らに時
を過 してい るとい う批 判はや まなか ったし{7},閣内での ビー ヴァーブル ッ クと
の対 立 も深刻 さを加えていた。法的規制 の体 系が形成 された ことに よっては,
戦時 労働行政 は完成 しなか ったのであ る。 この法的規制の体 系に則 してベ ヴィ
ンがそれを どの ように運 用す るかに問題は転化した。そ こでの問題の焦点は,
、ダ イ リューシ ョンの実施,職 業訓練制度 の整備,そ して婦人労働 の拡充 であっ
た。
造船業が この課題 に とって最 も困難 な分野 であ った。労働者に とって破滅的
とも言 うべ き深刻な失業 を戦争直前 まで経験 していた この産業 では,1941年7
月 までに2年 前 の14万4700人か ら23万2400人に労働者数は増加 した ものの,そ
れ以上 の労働 力増加は強い抵 抗に遭遇 した。多職種産業である造船業 には,大
別 して17の職種が17の労働組合に よって組織 され てお り,た とえ労働者数 を確
保 し得た として も,造 船所間の移動や職種間 の労働 者の融通は さまざまの慣行
と衝突 した。そ して 「半熟練労働者 の格 上げにせ よ,職 種の細分にせ よ,ま た
婦 人の導 入にせ よ,ダ イ リューシ ョンは同 じよ うに疑惑 をもって見 ら れ て い
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た{8)。」両大戦間の悲惨な状態は,戦 時に もこの ように濃 い影 を落 していた ので
あった。
結果につい てだけ言えば,ベ ヴ ィンは造船業 での戦時労働行政には大 きな成
果をあげることはで きなか った。た とえばニ ューポー トで行なわれていた熟練
仕上工 が2人1組 で作業す る慣行は,調 査委員会が不生産的 な慣行 であ るとい
う結論を出 し,AEUが 労働 者を説得 し,労 働省が変更の指示を出 した に もか
かわ らず,つ いに変更 され るにはいた らなか った し{9),別の例 では,ボ イラ ー
製造工が アメ リカの型削盤 の使用 に対す る縄張 りを主張 してス トラ イ キ に 入
り,会 社が この機械 を使用停 止した後 まで もス トライキが継続 したため,告 訴
され 罰金が課せ られ た こともあった咀。労働者の この よ うな対応 の結果 として,
婦 人の雇用 は造船業 の全労働者の6・e-一・セ ン ト以下 に とどま り,ダ イ リューシ
ョン労働 者 の比 率 は電 気 工 で15パー セ ン ト,!仕上 工,旋 盤 工 で10パーセ ン ト,そ
の他 で平均 して熟練労働者総数 の7パ ーセジ トを越え ることがな か った(修 理
部門ではさらに低い水準であ った)⑪。両大戦間に屈従を余儀 な くされ なが ら も組
合機能 を追求 しつ づけてきた機械産業 の労働者 は,戦 時 労働におい て政府 を麻
痺 させる力を発揮 したのである。
もっとも,戦 時 労働行政がすべ ての面 で造船産業 の場合の よ うな結果に終 っ
た わけでは ない。 しかしそれ は組合機能 との協調 に よって達成 されたわけでは
なか った。戦時労働 行政 が本格的 な展開を見 せはじ め た の は,1941年12月の
'r国民 役務(第2)法」theNationalService(Nぴ2)Actによる婦 人徴用 の施
行に よってであった。 明らかにそれ は 自発主義か らの背離 であ ったが,ベ ヴ ィ
ンはそれを極めて ドラステ ィックな規模 で行 なった。その結果は第1表 の よ う
な大 きな変化が見 られたが,こ れだけの成果 をあげ るためには,政 府の強権 の
か な りの発動が不可避 であ った。1941年7月か ら1年 間に3万2,000件であ っ
た令状発行数が1942年7月か らの年度 では一挙に40万8,000件にの ぼ り,合 計
75万件 の令状発行 が記録 された。不 急産業 の労働者に も同 じよ うな措置が試み
ちれた。 建設産業 では相対的に過剰 と見られ る民間部 門の労働者が存在す る一
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負担 において遂行 された と言え るだ ろ う。 もとよ りこれは課題 自体が規模にお
いて も質におい ても余 りに困難 な,む しろ非人間的 な ものであ った ことに よる
ものであ り,ベ ヴ ィンの労働政 策が失敗であ った と直ちに結論づけ るべ きでは
ないだろ うし,イ ギ リス国民のエ ゴイズムを非難 すべ きことでもない。 ファシ
ズム体制 で国民 の徹底的な無権利状態を出現 させなが ら進め られた枢 軸国の労
働行政 よ り,は るかに効果的 であった と言 うべ きか も知れ ない。 ここでわれわ
れが確認すべ きことは,労 働組合 と戦時労働 行政 との間には,国 家的 危機が
明瞭に存在 した最中にお いてさえ も,容 易に解消 し難 い対立があ った とい うこ
とであ り,フ ァシズムに反対 す るとい う目的に労働組合運動が全面的に一体 化
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していた としても,そ れが 労働組合 としての個別的利益の放 棄には結 びつか な




{4}重要 事 業 令 の 内 容 に つ い て はSharp,IndustrialConciliatienandArbltrationinG1rea・R
Britain,p.431f.を参 照 。
15)戸 塚 秀 夫 「イ ギ リス 戦 後 改 革 へ の 道 」234頁参 照 。
{6)Sharp,op.cit.,p.434.
{7)一例 を あ げ れ ば 「エ コ ノ ミス ト」 は1941年5月 に 次 の よ うに 論 評 し て い た 。 「ドイ ツは 冬 を 徹
底 的 に 利 用 した 。 わ れ わ れ は 強 制 の 原 理 と 自発 の 原 理 の どち らが 産 業 に と っ て 良 い か とい う よ う
な こ と を 論 議 す る こ とに 費 や した 。 少 な く と も労 働 大 臣 閣 下 は そ れ を 自 分 自 身 と討 議 し つ づ け て









それ では労働組合運動 の指導者であるペ ヴィンが戦時労働行政を担 当した こ
とは,労 使関係 の展開に とって どの よ うな意義を持 ったのだろ うか。 われわれ
は これを4項 目の論点に集約す ることが できる。
そ の第一は,戦 時 労働行政が結果的には国家権 力に よる労働経済の統制 とい
う性格 に終 ら ざるを得なか ったに もかかわ らず,賃 金につ いての国家統制 はか
な り限定 された範囲に とどま り,そ の結果労働組合機能が温存 され ただ けでは
な く,団 体交渉 の結果 としての賃金水準 を与件 として他の経済領域に対 す る国
家的規制が強 化され る傾向が生 じた ことである。第一次大戦期 には 「生産委員
会」theProductionCommitteeと呼ばれた機関 の裁定に よる戦時 ボ ー ナ ス
warbonus'が賃金 変更の唯一 の経路 とされ,事 実上それは一方的 な裁定 で あ
って,労 使の交渉の介在す る余地はなか った。第二次大戦下 での裁定制度は,
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全 国仲裁裁判所 に よる裁定の強制実施 を織 り込ん でいたが,こ の裁判所の活動
は労使の 自主的交渉が不調 に終 った場合に当事者か らの 申請を まって始 まるも
のであ り,建 前は 自立的交渉 に よる解決を優 先していた。 また第一 次大戦の生
産委員会が純粋 な第三者機関であ った のに対 して,全 国仲裁裁判所の構成は,
少数 ではあ るが,労 使の代表を含めていた。
ベ ヴ ィンが 賃金統制に反対 した理 由は,生 産増 大が絶対的 要請 であ るときに
賃金統制を加 えてみ ても,い ずれ政府 自らが統制 を破る ことにな り,こ れを維
持 して行 くことが 困難にな るだろ うとい う点 と,統 制す ることに よって組合の
執行部は下部 を統括す る権威を失い,結 局組合の戦時経済への協力は期待 でき
な くなるだろ うとい う点にあ った。「組合の リーダーや書記局 員はセ クシ ョナ
ルな利害 よ り国家 の利害を重視す るように組合員に要求す る困難を冒す用意 は
あ ったけれ ども,彼 らがそれをなし得 るのは,彼 らを給料を払 って雇 ってい る
組 合員 に対 して権威 を保ち得 る場 合だけであ った。そ してこの ことは,彼 らに
賃金や労働条件 を 日々調整 す るために交渉す る自由が残 され てい るか どうかに
かか ってい るのであ ったω。」これはベ ヴ ィンが組合指導者 としての経験か ら引
出 した結論 であ っただろ う。
ベ ヴィンの方針が貫 かれ るためには,し かし,賃 金の上昇が インフレ要 因に
はな らない とい う保障が必要 であ った。そ してあらゆ る需要が急激に増大 する
戦時経済 におい ては,こ の保障 は労働者の 自覚 に依存す るだけ で得 られ るもの
ではなか った。'労働者が強 い犠牲的精神を発揮 した として も,彼 らに必要 な供
給 を確保す るためには,経 済活動に対す る種 々の施 策を必要 としたのであ る。・
第2表 に見 るように,実 質賃金水準 は生計費指数に連動 していたか ら,賃 金を
安定 させ るためには生計費を安定 させね ばならなか った。第3表 の 示 す よ う
に,卸 売物価 はそれ 以上 のテンポで上 昇 していたため,こ のギ ャップは消費者
価格安定のための補助金に よって埋 め合わ され ていた。 しか し,補 助 金に よる
解 決は,こ の補助金が明確 な財源に よって裏付は られ る場合にのみ 有 効 で あ
り,そ の財源は ケインズの提唱に よって税率の大幅な引き上げに よって見出さ
あナ亡けh,げからかか のたn
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第2表 第二次大戦中の賃金 ・生計費
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所得税率の1ポ ン ド当 り1シ リグか ら81シ リン グへ の引き上 げ,基 礎控除
の引き下げ,物 品税適用の拡大,そ して産 業に対す る超過利潤税(戦前標準を越
える利潤への課税)の60パーセ ン トか ら100パー セ ン トへ の引 き上 げ とい う ド ラ
ステ ィックな税制改正が行 なわれた{2}。その効果 は,配 給制度 とも相 ま っ て国
民 の生活水準 におけ る平等 化を基調 とす る所得再分配 であ った と見 ることが で
きよ う。 さらに,消 費生 活の面 だけではな く,戦 費 の増加 のかたわ ら消費水準
を維持 した ことに よって,非 軍需産業 中心に資本形成が犠牲に された ことも第
4表か ら明らかであ る。 これ らの措置が すべ て賃金 に よる圧迫 の結果 とは言え

























た め物価の安定をはか らねばな らなか った ことが,国 民経済の他の部面におい
て別の形 の措置 を不可避 とした ことの結果 であることは明 らか である。 そして
そ の措置は資本 主義的 な経済運営 の領域 を押 し縮め る作用 を持 った ことが,こ
の時期のひ とつの顕著な傾 向であった と言え るであろ う。
ベ ヴィンの政 策の第2の 意義 は,労 働争議の発生 を最小限 に抑制 した ことで
あ った。それが団体交渉制度 の温存 と消費者物価 の安定 に よるものである こと
は言 うまで もないが,団 体交渉制度 の温存 が労使 関係の安定 に結 びつけ られ た
のは,組 合機関の労働者に対す る権威を高め るとい う経路 を通 じてであ った と
い う上述の論点 と結びつけれ ば,こ のべ ヴィンの成功は労働 組合 の成功で もあ
った。戦時体制において労働 組合が獲得した諸機能や政治的位 置は,労 働 者が
この体制を一応 の満足を もって受止め る理 由とな った。 しかし,組 合機関が権
威 を高めた反面 で,労 働組合運動の主要 な問題 点が この権威 と末端の組合活動
家 との対立 とな る傾向は,第 一次大戦 の場合 と同様,こ こで も 避け られ なか
った。戸塚秀美氏の研究に よれば,第 一次大戦 と比較 して第二次大戦中の ス ト
ライキは,参 加者数 も延損 失労働 日数 も少 なか ったが,発 生 件数 は か な り多
く,非公 認の小規模 な争議 に よって特徴づけ られ る。労働組 合の権 威 に よ る
労使関係の安定は,そ の代価 として これ らの運動 の抑圧を必要 とし た の で あ
る。
1938 88 7 78 17 5
1939 83 15 73 24 2
1940 72 44 64 52 一16
1941 63 54 56 61 一17
1942 60 52 52 60
一12
1943 56 56 49 63 一12
1944 58 54 51 61 一12
1945 61 49 54 56 一10
252明 大 商 学 論 叢(552)
戦時 のス トライキは生産 阻害要 因 としては無視 し うるほ どの ものであると言
われ{4),また紛争 の多 くは 自主的 に解決 されたが{5),大戦の全期間 を通 じて109
件,労 働者6,281名,使用者2名 が 「雇用条件お よび全 国仲裁令」違反 で起訴
され ている(%こ れ らの事件 の内容は明 らかでは な い が,戦 時行政下では非合
法な これ らの事件 も,戦後にお いては合法性を獲得す るはずの ものであ り,純粋
に労働組合の内部統制の問題 に転化せ ざるを得 ない。 と りわけ紛争 が,1944年
の春を ピー クとして,戦 争末期に向か って増大 した ことを考慮 に入れれば,労
働組合が これ らの運動 を予防あ るいは包摂 し得 るか否 かは,戦 後の労使関係 に
お ける労働組合の 「権威」 にかかわ る問題であった。 ペ ヴィンは1943年か ら44
年 にか けての ス トライキの波を政 治的 背景 を持つ もの と理解 し,防 衛規 則に1
AA条 項を導入して これを取締る方針 を とった が,た ちまち多 くの反対 意 見 が
あ らわれ,結 局 これは発動 され ることな く,対 独戦の終結 とともに 撤 廃 さ れ
た{7}。好意的 な伝記作家 バ ロックす らも彼の この判断を ミステ リー と呼 び,「お
そ ら くもっ とも簡 単な説 明は,戦 争 の緊張がベ ヴ ォソにす ら及び,そ れが彼 の
判 断に影響 した のであろ う(8)」と述べ ているが,こ の経緯は労働組合機 関 の権
威を高める ことに よるス トライキの抑制 が,制 度的 な枠組みに よって可能にな
ったのでは な く,労 働組合に与 えられた諸機能に よっていた ことを物語 ってい
る。 そしてその ことは,戦 時か ら戦後への転換に際 して,戦 後社会 の構想に関
連す る労働 組合の要求の水準を,い やが上に も高める原因 として働 いた のであ
・る。
戦時 労働行政 の意義の第3点 として,わ れわれは労働組合機能の範 囲の拡大
をあげ ることができる。労働組 合の戦時体制へ の協力は,直 ちに組合の生産 問
題へ の発言権の強 化に結びついた が,そ の装置 とな った のは合同生 産 委 員 会
JointProductionCommitteeであ った。「組合が政府 と使用者に対 して,生 産
を改善 し不満 と冷淡 さを終 らせ るステ ヅプ として示唆 した主 な点は,経 営 と労
働者 の合 同生産 委員会を各工場 に設立す ることであ った。多 くの使用者に と⇔
ては,こ の よ うな示唆は 『経営権』 の核心にふれ るものであ り,1922年協約の
第一章一 『使用者はその事業所を経営す る権利を有す る』一 を脅かす もの と
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受 け取 られた。 しか し機械産業の組合は 『権利』問題 よ り生産に よ り深 く関心
を持 っていたし,協力の不足に よる要員や資材 の浪費 とい う事実や,機械工たち
の合同生産委員会に対す る賛意 に よって,反 対 は打破 された(9}。」多 くの工場 で
1941年末か らなし くずしに この種の委員会が協約 で設置 された後,1942年2月
に供給 省 と,同 年3月 には使用者連盟 との間 で協約が結ばれ るにいたった。 こ
の経過 か ら見て も,生 産委員会は職場におけ る組合 の発言の機会を拡げ る機構
として作 り出 された ことは明 らか であ り,戦 時体制 は使用者が両大戦 間の争議
を勝ち抜 くことに よって獲得 した 「経営権」をふたたび労使 の対抗の場 に据 え
直 した のであ る。 この種 の委員会が賃金問題 を もその任務 の一部 としていた と
い う戸塚秀 夫氏の指摘aeを含めて見れば,こ の よ うな労使開係 の制度的 展 開 は
労働組合 の団体交渉機能 の拡大 と理解 してよい であ ろ う。
また 「重要事業令」 に よる要員問題 も,造 船産業 の例にその一端を見た よう
に,組 合員の利益擁護のための組合機能 の拡大に寄与 した。 と りわけ使用者に
よる解雇が許 され る事 由 として規定 に盛 られた労働者 の 「重大 な非行」serious
misconductをど う認定す るか とい う問題 や,国 民役務担当官や控 訴機関 の判
断 につ いての折衝,労 働者 の離転職 希望に必要な諸手続 きの遂 行な ど に 際 し
て,組 合機関 が果 した役割 は大きか った。「組合は不慣れ な分野 に枝を伸 ば し,
立派にその職責 を果 したロ㌔」 この伸ば された枝 は,第2点 として考察 した労働
者 の不 満の質的 な変化 と結びついて,戦 後展望のあ り方 に,労 働組合の戦時中




(3}戸 塚 秀 夫 「イ ギ リス戦 後 改 革 へ の 道 」256頁以 下 参 照 。
(4}cf.Btlll㏄k.op.cit.,p.266.
`～5)1946年末 ま で に 労 働 大 臣 に 通 告 が あ った2,559件の 紛 争 の 処 理 方 法 の 内 訳 と し て シ ャ ー プ は 次
の よ うな 表 を 掲 げ て い る 。Sharp,1ndttstrialConcMationandArbitrationinGreatBritain,
p.426n.
〆
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ていた とい う問題 があった ばか りでは な く,ノ ッテ ィンガムシ ャーを中心 とす
る分裂組合一 スペ ンサー主義 と呼 ばれ た この組 合は,地 域 別交渉を主張 して
全英坑夫連盟theMiners'FederationofGreatBritain-MFGB一と対 立
していた一 の問題 を,1937年に指導者 の投獄を含む激 しい運動の結果 として
よ うや く解決 したばか りの不安定 な労使関係をかか えていた。 したがって労使
交渉 の機構に労働者 の不満が長い間 うっ積 してきていたため,戦 時の急激 な需
要増大 と労働力不 足を労使の 自主的 な機構を運用 す ることに よって打開す る と
い う政 府の方針が,容 易には達成 され ない事情にあ づた。重要事業令 の この産
業 への適用は,他 産業 には見 られ なか った労働者 の強い抵抗を惹起 した。1941
年4月 にMFGBの執行委員会は「わが連盟は,満足すべ き賃金水準 が交渉 され,
産業管理 についての何 らかの有効 な手段 が労働者代表 に与え られないかぎ り,
炭鉱労働者 のこの産業 への定 着あるいは復帰に対す る強制原則には反対 であ る
ことを声明す る」 と決議 したω。それに もとついて行なわれた使用者お よび 政
府 との交渉で.こ の要求の具体的 内容 が,




の3点 として明 らかに された{2}。第1点 は産業別交渉機構,第2点 は失 業 に対
す る保証,第3点 は スペ ンサ ー主 義 打 倒 とい う,こ れ までMFGBが闘争課題
として きた方針に対応す る要求であ り,そ れに産業管理 への労働者の発言権 の
要求が結 びつい ていた。 もち ろん政 府 も使用者 もこの要求には同意 しなか った
し,労 働党 も政府 に同調 した。既存 の労使関係への依拠 とい う方針は,そ の文
字通 りであ るとすれば,こ の産業では労働組合がその打破を闘争 課題 としてい
た地域 別交渉に ほがな らなか ったのである。
J重
要事業(炭 鉱)令 は1941年5月に施行 されたが,こ のよ うな事情 の も とで
はそ の運用 には さま ざまの困難 が生 じた。た とえば炭鉱労働者 の離職は防 げて
も,そ の人員はす でに著 し く減少 してお り,す でに流 出して他産業に就業 して
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い るもとの炭鉱労働者 を呼びか えす ことは,労 働 条件の低 さのたあに,'いかに
ベ ヴィンが ラジオ放送 まで行 なって呼 びかけて も,達 成す ることは で きなか っ
た。労働 力不 足の補充策 として ピヴァ リッジが行 なった労働時間延 長 の 提 案
は,「4月 バ カの冗談 のよ うに思われた(3)。」 ハンガ リー俘虜や中国人労働者 の
導入は直 ちに拒否 された。 この間に,頭 初の重要事 業令 は一 たん修正 され,さ
らに1941年12月の政令 で代替 され なけれ ばならなか った{4)。そして第5表 に見
るよ うに,争 議は この政令 で一 たんは減 少した ものの,1942年には急増 に転 じ
たのであ った。
この よ う'な趨勢 に対 処 して,1942年4月に枢 密院議長 アンダースン卿Sir
JohnAndersonは,1942--3年度の石炭需給 の見通 しの報告の中で,長 期的
課題 の うち,石炭産業 人 口の減少傾向を逆転 させ ることと並んで,産業の再編成
が 「緊急」 の課題 とな った,と 述べ た。「枢密 院議長 は,炭 鉱所有者の財務的責
任financialresponsibilitiesの問題 にふれ ない で操業管理operationalcontrol
を確保す ることが 可能 か どうかを,戦 時 内閣は 決定 しなけれ ばならない。一歩
進 んで鉱 山の所有権 に影響 のあ る管理手段を導 入す る必要が あ るであろ うとい
うことを指摘 した㈲。」つ ま りそれ は開戦直後に棚上 げ され た炭鉱国有化問題 を
再提起 した意見 であ った。 この問題 提起 はア ンダー スン卿を委員長 とす る関係
閣僚に よる委員会 での討議に 付された。MFGBの 代表 は この委員会へ の 証 言















































































で石炭産業 国有化を主張 し,労 働党 出身閣僚 は戦時 の措 置 としての炭鉱 国家管
理 を提唱 した。「国有化についての広汎 な意見は;こ れ以外の どの よ うな こ と
も,炭 鉱 労働者に対 して,現 在お よび戦後 の過渡 期において必 要な ことが行 な
われ るとい う確信 を与 え ることは できない,と い うものであ ったc6)。」しか し使
用者側 も強硬 で,国 有化は もとよ り,国 家管理 に も,ま たいかな る形 の賃金 の
全 国交渉に も反対 したσ}。
労使の対 立を軸 とす るこの よ うな錯綜 した主張 を集約 した委員会の 答 申(そ
れを受けて1942年6月の白書Cmd.6364が作られた)は,後 に 「二重管理」dual
controlと呼ばれ る ように なった複雑 な管理機構 を作 り出した。 これは炭 鉱 の
運営面は 国家がすべて管理 し,'経理 については所有者が権限を持つ とい う方式
であ った。新たに燃料 動力省が設 置 され,中 央 と地域 に管理機構 を置 くと同時
に,別 に全国石炭 委員会theNationalCoalBoardと地域 石炭委員会が 置か
れ,賃 金 以外 の問題について諮問機 関 として機能 す る。賃金交渉については労
使 の協議に よって新 たに恒 久的 な機構 と交渉手続 きを定め ること と さ れ た。
「白書 は,一 般的に言 えば,鉱 山運営 の管理を国家が掌握 し,産 業組織 を国家
業務nationalserviceとい う基盤 の上 に据えた{8}。」全国石炭委員会は,そ の
成果は大き くなか った とはいえ⑨,労使 の代表 が対 等に産業運営 に意見 を述 ぺ
る場 を作 り出した。
賃金交渉 の機構 は グ リーン卿LordGreeneを委 員長 とす る調査委員会に付
託 され た。 この委員会は,「1942年と43年の炭鉱 での関係の改 善,ま たそ れ 故
の この時期の国家の戦争 努力に対 す る石炭産業 の協 力を成功 させた ことの重要
な部分は,グ リーン委員会に帰せ られ なけれ ぽな らない咀」 とい う称讃 を 受 け
た迅速 さ と的確 さを もって答 申を提出 したが,そ の中心 は,賃 金交渉 を全国,
地域お よび坑 口の三段 階に区分 し,全 国機関には第三者機関 として仲裁機構を
設置す るとい う構 想であ ったOD。この構想は労使の合意を得て,1943年8月か
ら実際に動 き始めたが,こ れに よって労使 の長年 の係争点であ った全 国交渉 の
支配的役割は確定 し,使 用者が炭鉱 の経 済的条件の違いを理 由に賃金格差を作
り出 し,それに固執 した ことに よってMFGBの 全国交渉要求 と激 し く衝突 して
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きた この産業 の労使関係の歴史 は,ひとつ の大 きな転機 を迎 えた。そ の効果は,
それ まで地域 組織 の連合体 として 構成 され てきたMFGBが1944年8月に 単 一
の産 業別組合 「全 国炭鉱労働組合」theNationalUnionofMineworkers
--NUM--ile改組 され,MFGBの 委 員長 ロ ーサ ーWillLawtherがNUMの
委員長 に就任 した とい う結果 を見 て も推 しはか る ことが できる。 もはや ノッテ
ィンガムシ ャーで見 られ た よ うな地域的条件を根拠 とす る分裂的行動 も,そ の
基盤を失 ったのであ る。
「これは炭鉱主が ゼネス トの後地域 別方式を押 しつけ て以来 はじめ ての全 国
的機構であった。だか ら当然炭鉱 主の多 くは これ を国有化へ の第一歩 と見倣 し
たue。」 南 ウェールズ坑夫連盟 の委 員長 であ ったホ ーナ ーArthurHornerの
この言葉が 当時 の雰囲気を伝 えてい るよ うに,戦 争 の さ中の この大規模 な制度
変化は,問 題が今や戦時の臨時的な措 置ではな く,戦 後へ向けての長期的展望
に移 った ことを物語 っていた。 グ リーン委員会は,戦 時 の問題 を徹底的 に検討
す ることに よって,こ の産業の将来の問題 を引 き出したのである。それは,ベ
ヴィンの労働行政が団体交渉制度 の基 礎の上 で戦時労働 を確保 す る政策路線で
貫かれていた時,こ の産業での団体交渉制度 の確立が,産 業組織そ の ものの変
革な しにはあ り得 なか った とい う事情 に もとつ くものであ る。見方を変 えて言
えば,ゼ ネス トの結果 として資本が地域別協約に よって団体交渉制度を再編 し
得 たのは,労 働組 合に とっては不完全な労使 関係 を労働組合 に強制 し得 たこと
と同義だ ったのであ り,そ の不完全 な労使関係を利用す る ことに よって,イ ギ
リス石炭産業 は,そ の産 業構 造が 著 し く立 ち遅れ ているに もかかわ らず,ま た
資本 のそれ に対す る対応が極 めて緩慢 である にもかかわ らず,両 大戦間を経過
す る ことがで きた のであ った。 いま戦時体制下 で労働 組合の諸機能 を回復せ ざ
るを得な くな るや否や,不 完全な労使関係 に よって よ うや く維持 され てきた既
存 の産業構造 はそ の存在基盤 を喪失 し,戦 時体制 その ものが産 業組織 の変革の




る)が,諮 問事項が全 く技術的 な事項に限 られていたに もかかわ らず,そ の報
告が この産業 の国有 化の契機 となる内容を持 った ことは,戦 時体制の大きな遺
産であ った と言 うべ きであろ う。「この委員会 の技術的な勧告は,産業構造に対
す る,再 建 とも言 うぺ き重要 性を持つ変化を意味 していた し,委 員に よってそ
の ことは率直 に認 め られていたua。」そ して労使関係 の問題 もその中で大きな比
重を 占めていた。「委員会は労使関係の変化がその勧 告の成否の本質的条 件 で
あ るとい う意見を示 した。 ……すべ ての点で レイ ド委員会の報告 は これを第一・
級の国家文書 とす るに足 る内容を持 ってお り,… …政府 のこの産業 の戦後処理
はそれに よって決定的に影響 を受 けたa4」のであった。
ベ ヴ ィンの労働政策に とっては思わ ざる帰結 とも言 うべ きこの展開は,彼 に
よって作 り出された労使関係 の新 しい条件が,こ の戦争 の終結を間近 にして,
ふたたび新 しい緊張関係を生 み出した ことを意味す る。 いわばベ ヴィンの労使
関係 の把握の領域 を踏み破って,問 題 は新 しい展開を始めたのであ る。戦争遂
行に必要 な出炭量 とそのための要員確保に全力を傾け ていたべ ヴ ィ ン に と っ
て,そ れ は悲劇 的な状況であった。「国有化 とい う政 治的 な問題 を別にすれば,
炭鉱労働 者は1912年以来闘 ってきたすべてを この4年 間に手に入れ た と,私 は
誓 って言 うことがで きる。だ か ら私は彼 らに高産 出量 と忠誠 を要求す ることが
で きると思 ってい るロ臼 と述 ぺた彼 は,戦 争末期にお いては労働運動 の 指導 者
であ るよ りも純粋 な愛 国者であ った。彼がやむ な く制定 した 「防衛規則1AA
条項」(前出)は,彼 の理念が 労働者階級を してス トラ イキ扇動者 の介在を許 さ
ないほ ど団結せ しめる力を もはや持てな くな った証拠であ った し,.彼が最後 の
手段 として採用 した炭坑へ の徴用工一 彼 らは 「ベ ヴ ィン ・ボー イ」 とい う,
軽 い椰喩 を こめた呼 び名で呼ばれ た一 の動員 は,団 体交渉がすべ てであ った
彼 の政策の限 界を 象徴す るものであった。
同時に,こ の ような労使 関係の展開は,ペ ヴ ィンを労働大臣 として行政 の中
核 に据 えることに よって戦時体制 を指導 した チ ャーチル政権の 「挙国内閣」 と
しての可能性 の限 界を も露呈 した。「政府 が真剣に戦後の問題に注意を向 け 始
め,再 建政策の計 画を盛 り込んだ白書 を作 り始めた瞬間,合 意が可 能 な 基 盤
260明 大 商 学 論 叢(560)
は,社 会保障や完全 雇用政策の ような比較的刺戟 の少ない問題についてす ら存
在 しない こ'とが 明白にな ったご ましてや基 幹産業 やサ ービス部門ρ 国 有 化 や
『戦後統制 』の性格や戦後税制 についての合意はあ り得なか ったae。」 イギ リス
の戦後再建は,労 使 関係においては,ベ ヴ ィンが希望 した よ うな戦時の協力の
遣 産を継承す る作業⑰ではな く,戦 時体制 で形成 された新 たな力関係 を どの よ
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